
令和３年度学校経営報告 

東京都立昭和高等学校長  安部 卓郎   

 

平成２６年度より都教委から「アドバンス校」の指定を受け、今年度も「二兎を追い、二兎を得る。」

を教育目標の標語として、以下の様々な教育活動を展開してきた。年度末総括を行い、内部評価を

行い、次年度に向けての課題を整理した。 

※内部評価は、Ａ：満足、Ｂ：概ね満足、Ｃ：不満足  ※( )の数値は前年実績 

教育活動の目標と方策 

内

部 

評

価 

成   果 
達成状況 

（目標及び実績） 
課 題 等 

（１）学習指導 ～ より高い学力を身に付けさせる教科指導の推進 ～         

①  「昭和高校学力スタンダード」

をもとにした到達目標を明確に

し、教科及び分掌が連携した組

織的な学習指導(授業、定期考査)

と学習支援(学習課題、長期休

業・土曜日の講習補習、模試)の

計画的な実施。 

B 

 

「共通テスト」では数

学、理科系の科目が振る

わなかったものの、社

会、英語系が堅調だっ

た。本校の学力スタンダ

ードの到達目標とする

学力レベルの分析検証

が効果的だった。 

＜目標＞ 

「大学入学共通テスト各教

科・科目８割以上の得点率の

割合」 

＊２０名以上が受験した１５

科目延べ１５３１名比 

＜３年実績＞ 

2５％(２1) 
○１月全国模試英語結果 

１年平均偏差値 

57.0(55.3) 

2 年平均偏差値 

56.9(54.3) 

○大学入学共通テスト英語 2

科目８０％以上の得点率 

30％(15) 

※受検者延べ 559 名 

リーディング；108（53） 

リスニング；60 名（17） 
＜目標＞学校評価アンケート

の肯定的評価 

｢教員は、教え方や教材を工夫

したわかる授業を行い、学力

を向上させている｣ 

生徒 89％(79) 

教員 94％(95) 

「学習と部活動が両立できる

メリハリのある指導をしてい

る｣ 

生徒 73％(60) 

教員 65％(47) 

「生徒は授業に対して、予習

復習などの自学自習時間を十

分確保できている」 

 生 徒 49％(45) 

 保護者 51％(43) 

教 員 55％(29) 

○GTEC スコア 

１年 792.0 点(782) 

2 年 836.3 点(841) 

英語教育推進校の４年目指定

で２年生 CEFR―J はＡ2-2

レベル。 

 

大学入学共通テ

スト受検者の低

迷と理数科目の

学力育成に向け

た組織・計画的、

効果的な学習指

導及び学習支援

に取組む。 

また上位層の学

力到達度の割合

増加に取組む。

学習指導要領の

改訂に円滑に対

応する。 

体力の向上につ

いて引き続き組

織的に取組む。

CEFR のスコア

グレードＡ2 以

上の実現に取組

む。 

② 基礎・基本の学力の定着、応用

力の増進を図るため、授業時数

を確保し、授業規律を確立す

る。また、各教科、学校行事・

部活動を通じて体力向上とオリ

ンピック・パラリンピック教育

の推進を図る。 

英語教育推進校事業により、生

徒の英語力の向上を図る。 

B 感染防止対策による体

力向上の年間指導計画

が大幅に変更となった。

保健授業においてオリ

ンピックを取り上げ、１

学年はパラリンピアン

による講演を実施して

大会の概要と障害理解

が深まった。２年希望者

対象の英語による海外

オンライン学習、実用英

語検定支援、推進校予算

を活用した GTECH 実

施に取組んだ。 

③ より高い進路目標の設定が可能

な学力を身に付けるため、習熟

度別授業や少人数授業を積極的

に行う。また、成績優良者に対す

る講習や成績不振者に対する補

講を学期中に随時行う。 

Ｂ オンライン学習による

数学と英語の習熟度別

授業もレベルに応じた

指導による効果は大き

い。３年の進学者向けの

講習は５９講座、１・２

年向けは３６講座夏季

休業期間全般で実施し、

別途オンラインによる

補習、冬季・春季講座も

実施した。相互授業見学

による組織的な指導研

究につながった。 

CYOD 導入、

臨時休校や自宅

学習対応しつ

つ、学びの質と

量の補償に取組

むとともに、効

率的な教科指

導・校務処理に

向けた教員の

ICT技術の向上

に取組む。 

④ 生徒による授業評価・学校評価

の活用、相互授業見学、指名制に

よる授業研究、指導教諭の研究

授業への参加などにより、教科

会において組織的な授業改善に

よる授業力の向上に努め、「わか

る授業」を行う。生徒にわかる喜

びを感得させ、自ら学ぶ意欲や

姿勢を培う。 

C 組織的な教科指導体制

を目指し、教員の年間相

互授業見学年間３回以

上また研究協議とミー

ティングを実施する教

科が増加したが、コロナ

禍で指名制授業研究は

低迷した。 

学習時間の確保

と主体性・効率

性を高める部活

動の両立に取組

む。 



⑤ 生徒の情報端末機器の活用と授

業規律を確保する。授業の充実

を図るとともに、教員の授業力

向上を図り、学習指導要領の改

訂を視野に入れ、アクティブラ

ーニング等の手法を活用して、

生徒の能動的な学修参加を促

し、学習への意欲・関心を高め

る。 

Ａ IT 教育チームを教科・

分掌の担当及び IT リー

ダーで構成し、PC 環境

の整備、利活用促進に取

組んだ。オンライン学習

以外での Teams によ

る周知やアンケート等

の指導が推進された。 

○5 月のゴールデンウィー

ク、9 月のシルバーウィーク

等において ICT 支援員(デジ

タルサポーター)と連携し、課

題配信だけでなく、動画送信・

同時双方向授業等に取組む教

員が増加した。 

新 入 生 の

CYOD 導入や

上級学年での情

報端末の一層の

活用を踏まえた

指導方法の推進

について組織的

に取組む。 

 

⑥ オンライン学習及び学習支援ク

ラウドサービスを活用して予

習・復習の重要性を理解させ、学

習課題（宿題や週末課題など）や

小テスト等の実施計画を作成

し、家庭学習時間を確保するた

めに、部活動との両立を図る指

導を行い、保護者にも理解を求

め、協力・連携を深める。 

B 自宅学習期間の設定、学

校行事・部活動に対する

コロナ禍に伴う制限等

により、各学年の学習時

間は増加しており、自学

自習習慣が定着傾向に

あると考えられる。 

＜目標＞学年プラス１時間の

家庭学習 

 

＜３年度実績＞  

  １年 2.0 時間(2.0) 

  ２年 2.3 時間(1.4)  

  ３年 2.5 時間(3.2) 

コロナ禍に伴う

行動制限だけで

なく、生徒の主

体性を育成しつ

つ、学校行事・部

活動等と学習を

両立させる姿勢

を定着させる。

無回答の統計処

理を改善する。 

⑦ 長期休業期間の夏季、冬季、土曜

日講習、補習や学習行事の検討・

試行を教科及び学年が組織的、

計画的に生徒の学力向上を図

る。 

 

 

A オンライン活用を含め

すべての長期休業期間

で講習を進路指導部が

企画・調整したところ、

各教科の組織的な学力

向上につながった。 

＜目標＞100 講座 

＜３年実績＞ 

  夏期 95 講座(65) 

冬期 10 講座 

春期 6 講座 

各講習の学力到

達度を共有する

とともに効果的

な各教科の講習

補習を進路指導

部が調整し計画

的に実施する。 

⑧ 図書委員会を中心に推薦図書・

課題図書の選定を行い、読書活

動を推進するとともに、生徒の

言語活動を充実させる。新聞事

業を活用して、主権者教育を推

進する。 

A 国語、社会科等の授業に

おいて読書を奨励し、保

健授業、探究学習の図書

館を有効に活用した。自

習に活用する生徒も一

定数いた。 

＜目標＞図書貸出し率の向上 

58.3%(23.3) 

読書活動を推進

する取組及び図

書館の施設使用

及び運営体制を

継続的に改善す

る。 

（２）キャリア教育（進路指導） ～ 3 年間を見通した進学指導を推進し、より高い進路目標を実現 ～ 

①  進路指導部が作成した３年間を

見通した指導計画に基づき、各

学年と連携・協力して「総合的な

学習の時間」を中心に、進路意識

の啓発と進路実現を図る。外部

機関活用による進路、進学指導

アセスメントの実施。 

B 

 

地方国公立大学説明会

はオンライン形式で実

施した。大学入学共通テ

スト対策とした臨時時

間割により効果的な受

験対策となった。出願指

導検討ケース会議によ

る個別面談の継続は、生

徒に最後まであきらめ

ない指導を行った。 

○国公立大学現役合格 

＜目標＞50 名  

    37 名 (47) 

 出願数 105(127) 

○早慶上理現役合格 

＜目標＞20 名 

20 名 (13) 

○ＧＭＡＲＣＨ現役合格 

＜目標＞１50 名 

    217 名 (171) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

大学入学共通テ

ストに向け、国

公立大学、早慶

上智への意識意

欲付けとモチベ

ーション維持す

る組織的な指導

を推進する。 

3 年間を見通し

た進路行事や模

試等を継続的に

検討する。 

② 進路指導部と学年の連携で、拡

大学年会で定期考査結果と模試

分析などによる学力到達度の共

有。生徒・保護者対象の進路相談

やキャリアガイダンスの実施。

進路指導ソフトコンパスを面談

に活用し、生徒との二者面談お

よび全保護者面談を実施する。

生徒・保護者ともども進路意識

を啓発し、安易な進路選択に流

れず、より高い目標に挑戦する

意識意欲を高める。 

B 大学や関係機関などと

連携してオンライン形

態や歩行内放映形式で

充実したガイダンスを

行い、全学年で、保護者

面談期間を設定した。そ

の結果、学習進路だけで

なく生徒特性や教育相

談機能を高め、いじめや

中途退学不登校などへ

の組織的な対応と情報

共有が推進した。 

保護者面談の意

図的計画的な実

施を継続する。 

1・2 年次から苦

手科目を作らせ

ない計画的な学

習習慣を定着さ

せる。 

 

③ 年度当初に「進路の手引き」を発

行するとともに、「進路情報コー

ナー」の資料を充実させ、白馬ラ

ウンジや進路相談室(面談スペ

ース等)の施設設備等を更に有

効な利用方法を検討し、環境整

B 「進路の手引き」に国公

立大の情報量を増やし、

生徒の視野視点を拡大

した。進路情報コーナー

の充実を図り、個別面談

と資料活用が充実した。 

教員用進路指導

の資料等による

組織的な進路指

導を推進すると

ともに、「赤本」

等の進学資料を



備を推進する。夏季休業日に地

方国公立大学合同説明会を実施

し、生徒、保護者の意識啓発と高

校連携に取組む。 

 計画的に整備す

る。 

④ 「大学入学共通テスト」などの

高大接続システム改革の趣旨を

踏まえ、新入試対策として、大学

入学者選抜に係る新たな方式や

ルールの共通理解を図り、進路

指導部を中心に教科・学年と連

携し組織的に準備に取り組み、

新入試の指導体制を構築する。 

 

 

C ３学年は模試データの

積上げを活用した出願

検討会での共通理解が

進路結果につながり、全

国模試の結果をふまえ

た学年集会を実施し、生

徒のモチベーションを

上げた。模試分析会を学

年、教科ごと実施した。 

○大学入学共通テスト出願者 

＜目標＞１００％(308 名) 

     96.4％(98.4) 

○大学入学共通テスト結果 

合計得点率 

８０％以上が 0(18)名、 

＊5(6)教科 7(8)科目受検者 

５７名（73） 

＜目標＞ 

「大学入学共通テスト各教

科・科目８割以上の得点率の

割合」 

＊２０名以上が受験した１５

科目延べ１５３１名比 

＜３年実績＞ 

2５％(２1) 

各科目担当者が

模試分析の振り

返りによる学習

指導の工夫改善

と教科の科目担

当者及び学年連

携。1・２学年の

自学習時間量の

習慣定着化が必

要である。 

⑤ １・２学年は各学期１回、３学年

は一学期までに全国模試を全員

に受験させる。学年及び科目担

当者が模試の結果分析を行なう

とともに、特に、3 学年では生

徒一人ひとりの進路希望や模試

等の学力を追跡、分析、整理し、

出願検討会及び出願個別面談指

導を行う。 

B 1・2 学年は 7・1１・

１月の各学期1回、3学

年は 11 回全国模試を

実施し、学力及び進路意

識の向上を組織的に推

進した。9・12 月模試

結果分析会・教科会を活

用し、組織的な事後指導

を図った。 

模擬試験結果の

活用を教科担当

者で共有するだ

けでなく、次年

度以降を見通し

て教科全体で活

用する体制構築

に取組む。 

⑥ センター試験直前特別講座「特

講」を設定し、進路希望に応じた

組織的・計画的な学習指導・進路

指導を教科と連携して実施す

る。 

B 12/13～1/13の9日

間 20 講座を開設し、共

通テスト・2 次試験対策

を組織的に推進した。 

2 学期期末テス

ト以降を活用し

た共大学入学共

通スト直前指導

を継続する。 

（３）生活指導  ～ 部活動等を奨励し、「自治・自律の精神」を身に付けさせる ～ 

①  学校行事、生徒会活動(災害活動

支援隊)や部活動、ボランティア

活動などを積極的に進めるため

に、予算面、安全面、全教職員の

協働体制など環境面を充実させ

るとともに、体罰・いじめ等の未

然防止、多様性の理解に取り組

みにより、生徒の全人格的成長

を支援する。 

B 

 

学校行事・委員会活動・

部活動等はコロナ禍で

大幅に縮小された。感染

症予防を徹底し、部活動

でのクラスター発生件

数は 0 だった。生徒事

故、体罰いじめの未然防

止の指導を徹底した。全

教職員で指導体制の共

有化が整理され具体化

した。1 年保護者対象に

年間 2 回、いじめ対策

講話を行い、事後アンケ

ートからはいじめ防止

対策の理解推進が示さ

れた。 

○部活動参加率 

＜目標＞９５％ 

 9３％ (95.6) 

○関東大会・全国大会出場部

活動の数 

  7 部(6) 

全国陸上競技、少林寺拳法、

ダンス (2 大会)、写真 

関東少林寺拳法、弓道、山岳

(開催中止） 

○感染症予防のため、入学式、

卒業式は参加者限定、歌唱見

送り、時間短縮等の簡素化、部

活動合宿は中止、1 年移動教

室・3 年修学旅行は代替行事

（日帰り）、2 年修学旅行は延

期となった。 

感染症予防、健

康・安全の確保

及び学習との両

立に十分配慮

し、健全育成を

推進する学校行

事、部活動等の

充実に取組む。 

組織的ないじめ

防止対策に継続

して取組む。 

②  生活指導部と学年が連携した遅

刻指導方法の見直し改善を行

い、学校及び授業遅刻の解消、時

間にけじめある学校生活を送ら

せる。 

B 遅刻総数のカウントを

生活指導部が、学期ごと

にデータ化し各学年の

遅刻指導に有効であっ

た。 

○遅刻者数 

＜目標＞延べ 750 人 

    延べ 763 人(780) 

データの分析と

生徒の主体性育

成に配慮した組

織的な指導に取

組む。 

③  生活指導部と学年が連携した遅

刻指導方法の見直し改善を行

い、学校及び授業遅刻の解消、時

間にけじめある学校生活を送ら

せる。 

Ｂ コロナ禍においても、上

級大会への進出と文化

部が実績を上げた。学校

生活はオンライン学習

を含め安定していた。 

部活動の効率化

と学習時間の確

保等を両立する

指導を組織的に

取組む。 

④  ｢自治・自律｣の精神を基に、身な

り指導を実施する。 

B 身だしなみ指導を適宜

実施し、校内研修により

共通理解を図った。 

身だしなみ等に

関する共通理解

に取組む。 

⑤  生活指導指針に基づく指導によ

りセーフティ教室や講演会を通

して、社会のルールやマナー(交

A １・２年生に薬物乱用防

止教室を実施し、多くの

生徒の意識を高めた。 

自転車事故防止

及び CYOD・

SNS に関連し



通安全、薬物、SNS ルール等)を

遵守する心を育成して規範意識

の向上を図る。 

令和４年度教育課程に

教科「情報」を１年次に

編成した 

た生徒の規範意

識醸成に組織的

に取組む。 

（４）健康・保健指導  ～心身の健康管理 、環境衛生・美化～ 

①  心身の健康指導を充実させるた

めに、各学年及びスクールカウン

セラーと連携し、特別支援教育コ

ーディネーター(学年保健担当)

を中心として、いじめ、不登校中

途退学、心の健康等、障害理解等

を含めＹＳＷ他関係機関と連携

して組織的教育相談機能の充実

を図る。 

A 

 

学年から課題を発見

し、教育相談委員会、Ｓ

Ｃ・児童相談所と連携

し、教職員の全体の理

解も推進した。教育相

談委員会９回、管理職

を含む事例検討を適宜

実施した。 

○SC と連携した教育相談ケ

ース会議の設定が安定化し

た。 

○１、２学年拡大学年会を実

施して、生活学習面の情報共

有。 

〇年次ごとの学級編成の実施 

○感染防止対策のもとに代替

行事を実施するとともに、「マ

チコミ」配信を利用した保護

者への周知を随時実施した。 

 

発達障害等の障

害理解と課題の

ある生徒に対す

る総合的な指導

の在り方など、

ＳＣとの連携を

継続して取組

む。 

②  担任による生徒の個別面談、全保

護者との面談を通じて、生活面・

学習面・進路面で学校と家庭の連

携機能を充実させる。 

 

A 夏季休業に全学年で新

規に面談週間を設定

し、SNS を適宜活用し

て保護者との連携を図

った。 

感染症予防に加

え、生徒理解、個

人情報保護、適

切な支援・健康

増進を図る。 

③  １・２学年拡大学年会、校内研修

会等でカウンセラーと連携を図

り、生徒状況等の情報を共有し、

教育相談機能の充実を図る。 

A 2 学期に拡大学年会を

開催し、学級担任・教科

担任間の連携を強化し

た。 

拡大学年会を活

用し適正な支

援・教科指導等

に取組む。 

④  年次ごとの学級編成を導入し、多

くの教員と関わることで多種多

様な人間関係づくりと偏りのな

い教育活動に取り組む。 

A 各学年の学級担任が中

心となり、生徒の特性

に配慮したクラス編成

を組織的に実施した。 

効果的な学級編

成の在り方につ

いて継続的に検

討する。 

⑤  保健指導による感染症等防止対

策指導を徹底。美化委員会を中心

に清掃指導の徹底と安全・環境整

備による校内美化活動の充実を

図る。 

A 授業、委員会活動、生徒

会活動等を活用し、主

体的に感染症予防に取

組む指導を実践した。 

○「親しき中にもディスタン

ス」等標語作成、厚生委員会に

よる換気励行放送、美化委員

による環境美化活動等が実施

できた。 

授業、委員会指

導等を通して、

主体的な公衆衛

生・美化意識を

向上させる。 

⑥  マラソン大会などの体育行事を

体育の授業と連携させるととも

に、体力テスト及び生活・運動習

慣等調査の結果をもとに、体力向

上や生活習慣の改善など健康づ

くりの取組みを推進する。 

B 感染症予防のため、体

育祭、球技大会は学年

別開催、短縮プログラ

ム等となった。45 分授

業となり体つくり運動

指導も制約を受けた。 

○体力テスト、マラソン大会

は実施しなかった。 

感染症予防の徹

底により安全確

保を前提に、工

夫をした指導に

取組む。 

（５）募集広報活動・地域交流等 ～ 学校情報を積極的に発信 ～ 

①  学校見学会、模擬授業、学校説

明会、生徒の訪問などを学校全

体として組織的、効果的に取り

組み、募集活動のさらなる充実

を図る。 

A 

 

感染防止対策のもと

に学校見学は５回実

施、説明会のオンライ

ン等活用した。 

＜目標＞男女平均 1.7 倍 

中学校長会志望予定調査 

男子 1.77 倍(1.58 倍) 

女子 2.44 倍(2.09 倍) 

新ホームページ

システムの組織

的で円滑な更新

に取組む。 

②  学校ホームページのリニューア

ルと組織的なタイムリーな更新

等の促進による学校情報発信の

充実を図る。 

B 新入生アンケートを

実施し、経年比較など

の分析結果を募集対

策に活かした。 

＜１次応募倍率＞ 

男女平均 1.7 倍が当初目標 

 1.89 倍(1.44 ) 

○夏の学校見学会は縮小し、

土曜日学校公開は保護者に限

定した。10・11 月の学校説

明会も説明動画配信等により

簡素化し、１２月個別相談を

実施した。 

○「昭高だより」は発行を停

止、校長通信を 30 回ホーム

ページに掲載した。 

実効性に十分配

慮して中学校訪

問や学校説明

会、学校見学会

などに取組む。 ③  トライ＆チャレンジ等での交

流、近隣中学校への出前等体験

授業、土曜授業日授業公開6回、

公開講座、施設開放等を積極的

に行い、地域に開かれ、温かく

見守られ理解される学校を作

る。また、「昭高だより」の例月

の発行、ホームページの更新に

よる情報発信の充実、保護者や

地域の理解と協力を得る。 

 

 

 

 

A 

 

感染症予防のため、ト

ライ＆チャレンジ等

は中止し、中学校や私

塾への広報活動及び

説明会は限定的に実

施した。3 月ホームペ

ージのリニューアル

後に調整を要し、5 月

以降の更新回数は

244 回だった。 



（６）学校経営・組織体制 ～ 堅実かつ即応する柔軟な学校組織づくり ～ 

① 全教職員が協力・協働し、都民

に信頼される学校づくりを推進

する。 

Ｂ 服務研修を継続的に

体罰等服務事故はな

い。 

○各学期において汚職防止・

服務事故防止研修会を実施し

た。  

○教科主任会と教科会の連携

促進、分掌連絡会の定例化、拡

大学年会等を実施した。  

継続して、服務

規律の厳守にあ

たる。 

② 研修活動の充実と日常業務の点

検によるコンプライアンスの推

進。 

B 水曜放課後を活用し、

校内研修、教科会、分

掌部会等の実施によ

る情報共有を図った。 

分掌と学年間の

連絡調整と組織

的な情報共有を

定着させる。 

③ 職員室、教科準備室の整理整頓

の励行とルールの設定による環

境美化と情報セキュリィティの

強化を図る。 

Ｂ 授業観察、産業医等に

よる環境確認等を活

用し、課題を確認する

ととともに、環境美化

に取組んだ。 

○年間２回の授業観察、毎学

期・労働安全委員会、毎月・産

業医訪問及び企画調整会議等

を活用し環境美化・情報セキ

ュリティ強化を実施した。  

学習環境、執務

環境の整備に継

続して取組む。 

④  教職員のベクトルを揃えるため

に、企画調整会議を各分掌組織

間(部・学年会、教科主任会議、

教科会等)の連絡調整の場とし、

分掌連絡会の定例化による組織

体制の円滑かつ効果的な学校運

営を推進する。 

Ｂ 「マチコミ」等を活用

し、保護者との連携を

強化し、教職員には

TAIMS 端末を活用し

たメール配信・ファイ

ルサーバを活用した

情報共有、ペーパーレ

ス会議を実施した。 

○適宜、管理職からメールに

よる事務連絡を教職員に配信

し、企画調整会議、職員会議、

教科主任会議の資料はファイ

ルサーバに格納した。 

○分掌・学年の業務は専用フ

ォルダで管理することを原則

とした。 

感染症の動向を

把握しつつ、危

機管理計画の改

善・機能性の向

上を図る。防災

教育を組織的・

計画的に推進す

る。 

⑤  「教育課程編成ＰＴ」、「総合的

な探究の学習ＰＴ」を設置して、

学習指導要領の改訂による新教

育課程編成・探究課題研究等、

大学入試改革による新方式やル

ールに対応する進路指導の各方

向性並びに組織的な指導体制を

構築する。 

B 教育課程についての

検討をPTから教科主

任会に拡大し、１２月

に編成した。「探究

PT」は毎月開催し、３

月に次年度へのまと

めを実施した。 

○令和４年度向け及び一部修

正した令和５年度向けの新教

育課程を編成した。 

○１・２学年「探究」は月曜７

校時配当から週時程に固定し

ないものに変更し、学級担任、

副担任の全校体制（進路指導

所管）で指導することとした。 

大学入試の動向

に応じて教育課

程の修正に取組

む。「探究」はＰ

Ｔから進路、学

年・分掌担当に

組織改編し、全

校体制をとる。 

⑥  学年だよりを全学年発行し、情

報発信に努め、生徒による授業

評価、学校運営連絡協議会のア

ンケート調査結果等を活用し

て、学校の総合的な教育力を高

め安定化させるために、一丸と

なる学校運営の改善を図る。 

Ａ 全学年での学年だよ

り、進路、保健、図書

等の広報誌を発行し、

保護者・生徒向け情報

発信を行った。１・３

回学校運営連絡協議

会は紙面開催だった。 

○学校評価アンケートはオン

ラインを活用したが、回収率

に改善の余地が見られた。 

＜学校に対する満足度＞ 

生 徒 73%(60) 

保護者 76%(73) 

教 員 65%(47) 

紙媒体広報誌各

種の定期的な発

行に加え、適宜

臨時発行等によ

り、適切で丁寧

な学校情報の発

信に取組む。 

⑦  災害対策及び情報セキュリティ

個人情報の組織的な進行管理を

徹底し、学校危機管理体制の充

実を図る。 

Ｂ 企画調整会議、校長面

接、職員会議等を活用

して年間を通して、適

宜注意喚起した。 

○感染症予防のため避難所運

営訓練は見送った。 

○日直日誌を活用して戸締り

徹底マニュアルを整備した。 

企画調整会議、

校長面接等を活

用し通年で注意

喚起に取組む。 

⑧  学校行事の意義、目的、実施内

容の検証や精選を進め、学校行

事の組織的なＰＤＣＡに取り組

み、質の高い教育課程を実施す

る。 

B 

 

 

感染症対策の徹底と

ともに、オンライン活

用等により極力実施、

内容変更・延期により

対応した。 

○入学式・卒業式は制限下で

の実施、講演会等はオンライ

ン活用、文化祭・体育祭等は学

年別、修学旅行は延期、移動教

室は校外学習に変更した。 

学校行事の意義

の検証を継続し

その精選を推進

する。 

⑨  閉庁日の設定、欠席遅刻連絡シ

ステム、電話自動応答装置の有

効活用及び外部人材の活用、授

業時間内や放課後会議時間の確

保などの会議設定の効率化によ

るライフワークバランスを推進

する。 

B 閉庁日を年間５日設

定し、「欠席システム」

は通年運用した。部活

動指導員、経営企画室

への派遣職員等を活

用し、ライフワークバ

ランスを推進した。 

○閉庁日は以下の 5 日間 

8 月 10 日（火） 

8 月２0 日（金） 

１０月 1 日（金） 

 １月 ４日（火） 

１月 ５日（水） 

次年度も今年同

様の取組を継続

するとともに、

男性職員育休取

得の環境を一層

整備する。 

⑩  教職員の意識改革を図り、服務

規律の改善に取り組む。 

B 年間を通して、適宜注

意喚起を行った。 

○分掌主任等も活用し、適正

な個人情報管理を徹底した。 

次年度も同様の

取組を継続する 

⑪  予算編成指針に基づく執行を行

うとともに、経営企画室との連

携を強化し、ITの有効活用及び

省エネとリサイクルに学校全体

で取り組む。 

B コロナ禍の影響が拭

えない中、校内調整に

丁寧に取組み、計画的

な予算執行を実施し

た。 

コロナ禍に伴う予算減額等に

対応するとともに、必要な予

算確保について、コロナ関連

予算の活用等、多様な観点か

ら予算確保の対策を講じた。 

新教育課程への

円滑な移行を見

据え、計画的な

予算執行に取組

む。 

 
※内部評価は、Ａ：満足、Ｂ：概ね満足、Ｃ：不満足  ※( )の数値は前年実績 

 


